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１．背景と目的 

少子高齢化とそれに伴う人口減少は、多くの国々が直面する重大な課題である。中国でも、急

速な少子化が進行している。中国国家統計局（2021 年）が発表された第 7 回人口センサスの結果

によると、2020 年の合計特殊出生率が 1.3 に達し、「緩少子化」から「超少子化」へと突入したとみ

られる。一方、「民政事業発展統計公報」（民政局）や、「中国統計年鉴」（国家統計局）の公表デ

ータにより、近年では、結婚率、結婚登記数が年々低下している。その原因として、結婚適齢期人

口が年々減少する傾向にあることや、若者の高学歴化が進んで結婚を考える時期が遅くなること

が考えられる。さらに、核家族化が進行しおり、高騰した不動産、不十分な保育施設、高い教育費

などの問題も存在しているため、若者の晩婚化や晩産化が進んでいる。 

 少子化対策として、政府は徐々に産児制限を緩和している。それでも、労働力人口が増加に転

じる見通しが立たない状況にある。一方、少子化対策は産児制限の緩和から、出産を奨励する政

策へと重点を移し始めている。子どもを持つ家庭への補助金給付や、多子世帯の住宅購入に対

する補助金給付に踏み切る都市が現れる。しかしながら、補助金の金額が限定的で、出産を促進

するには十分ではない。 

本研究は、中国都市部における有配偶男女の出生意欲に注目し、希望する子どもの数、および

理想的な子どもの性別組み合わせを考える場合、どのような要因による影響があるのか、またその

影響がジェンダーによってどのように異なるのかを明らかにする。 

 

２．分析方法 
本研究では、「中国家庭動態追跡調査（China Family Panel Studies, CFPS）」の個票データを

使用し、分析を行う。都市部において有配偶男女の出生意欲とその決定要因を分析する手法とし

て、まず、有配偶男性と女性の各変数の基本統計量を比較する。次に、希望する子どもの数を被

説明変数とした順序ロジット分析を行う。そこで、各要因による影響の男女の違いを明らかにするた

めに、また出産意欲は現在の子ども数によって異なると考える上で、男女別および現在の子ども数

別にサンプルを分けて分析を実施する。最後に、理想的な子どもの性別組合せを被説明変数とし

た多項ロジット分析を行う。性別選好を考察するために、希望する子どもの数は 1 人、2 人に基づ

き、サンプルを分けて分析を実施する。 
 
３．結果 

第一に、都市部において有配偶女性は男性よりも希望する子どもの数が少なく、つまり出生意

欲が低いことが確認された。そして、有配偶女性は男性よりも女児 1 人パタン、女児 2 人パタンを



望む確率が高くなり、相対的に男児選好が弱いことが明らかになった。 
第二に、都市部の有配偶男性、特に子どもが 1 人いる場合、配偶者の経済的貢献に対する満

足度が高いほど、希望する子どもの数が有意に減少する。配偶者の経済的貢献に満足している男

性にとっては、子どもを持つことの代替効果は所得効果を上回るため、子どもの数を抑える傾向が

あることが観察される。一方で、有配偶男性が子どもを持たない場合、配偶者の家事貢献に対する

満足度は正の効果をもたらし、子どもが 2 人以上いる場合、それは負の効果を持つ。男性が家庭

内で果たす役割分担や子育てにおける負担感が、出生意欲と関連していることがわかった。 
第三に、有配偶男女ともに、子孫が代々家系を継ぐことの重要性を高く評価するほど、希望する

子どもの数が上昇し、男児 1 人、男児 2 人の性別組み合わせを望む確率が高い傾向にある。伝統

的な子育てイメージを持つことは男女とも出生意欲を高める、男児選好を強めることが確認される。

一方で、有配偶男性に対しては、子どもが有望な人材になることの重要性を高く評価するほど、希

望する子どもの数が有意に増加し、出生意欲が高くなるが、希望する子どもの数が 1 人である場合、

男児 1 人よりも女児 1 人を望む確率が高い傾向にある。 
第四に、都市部の有配偶女性、特に子どもを持たない場合には、住宅問題の深刻さを高く評価

するほど、希望する子どもの数が有意に減少する。そして 1 人以下の子どもにいる女性は、社会保

障問題の深刻さを高く評価するとともに、希望する子どもの数が有意に上昇する。有配偶女性の出

生意欲は男性よりも社会問題の影響を受けやすいことがわかった。一方で、有配偶男性は住宅問

題の深刻さを高く評価するほど、男児 2 人よりも女児 2 人もしくは男女 1 人ずつの性別組み合わ

せを望む確率が高くなることも明らかになった。 
 
４．考察 

以上の分析結果から、男性は家事や育児を⼥性に頼りがちな傾向がある⼀⽅、有配偶⼥性
は育児に対する不安や抵抗感が男性よりも⾼いということが考えられる。先⾏研究でも、⼥
性の家事労働時間は男性のよりもはるかに⻑いと指摘されている。（孫 2018、曾 2016）。
そのため、育児休業制度の改善や家事・育児に対する意識改革の推進、女性のキャリア支援
に関する政策的な取り組みが望まれる。さらに、住宅価格の⾼騰などの住宅問題は、若者層
を中⼼に結婚や出産を躊躇する要因の⼀つと考えられる。持ち家の家庭に⽐べ、賃貸に居住
している家庭にとっては、住宅価格は出⽣⾏動に負の影響を与えると Liu ら（2020)は指摘
している。このような状況を踏まえ、住宅供給の拡充や、住宅取得にかかる諸費⽤の軽減な
ど、地域に合った住宅政策の策定が必要であろう。 
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